
株式会社島津製作所における生成 AI 導

入事例レポート：年間 1 億円超のコスト削

減と知財業務改革の全貌 

はじめに 

本レポートは、分析・計測機器のリーディングカンパニーである株式会社島津製作所

が、生成 AI を駆使して知的財産（以下、知財）業務に革命的変革をもたらしたプロセ

スと、その戦略的意義を深く分析するものである。同社の取り組みは、単なる業務効

率化の枠を超え、知財部門の役割そのものを事業成長を牽引する戦略的イネーブラ

ーへと昇華させた。本事例は、生成 AI 導入を検討するすべての企業の知財担当者、

そして経営層にとって、極めて実践的な指針となるだろう。 

島津製作所が達成した主要な経営インパクトは、以下の 3 点に集約される。 

• 年間 1 億円を超える外部委託費用の削減 

• 研究開発者の特許調査工数を 90%圧縮 

• 知財部員のコア業務時間を最大 50%創出 

これらの驚異的な成果は、決して偶然の産物ではない。本レポートでは、同社が生成

AI 導入に至った課題認識から、具体的な導入プロセス、直面した技術的・組織的障

壁を乗り越えた戦略的アプローチ、そして改革を持続可能な組織能力へと定着させる

仕組みまでを網羅的に解説する。島津製作所の軌跡は、生成 AI が知的財産戦略の

未来をいかに切り拓くかを示す、説得力に満ちた物語である。 

----------------------------------------------------------------------
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1. 生成 AI 導入以前の課題：改革を迫られた「伝統」と

「非効率」 



あらゆる業務改革は、現状の課題を深く、そして正確に診断することから始まる。島

津製作所が生成 AI という先端技術の導入に踏み切った背景には、長年にわたり蓄

積された「伝統」と、それに伴う看過できない「非効率」という深刻な課題が存在した。 

同社の知財部におけるデジタル化の歩みは、2004 年に阿久津好二氏が着任した当

時、机の上に中間処理の応答書類が「袋に入った紙の束」として山積みになっていた

「紙社会」からの脱却に端を発する。そこからイントラネットの自社開発を経て、2017

年には完全なペーパーレス化を断行。しかし、その過程では「PDF ではマーカーが引

けない」といった声が上がるなど、変化に対する根強い抵抗が存在した。この経験

は、後に生成 AI を導入する際に直面するであろう文化的障壁を予見し、それを乗り

越えるための戦略を練る上で、極めて重要な組織的学習の機会となった。 

そして 2023 年、デジタル化が進んだ後もなお、業務プロセスには大きな負荷が残存

していた。生成 AI 導入の戦略的優先順位を決定するため、組織内の「しんどい」業務

を可視化する診断が実施された。 

業務領域 担当グループ 課題認識（負荷） 

権利化業務 事務、技術グループ 「しんどい」と感じる業務が存在 

FTO 調査（パテントレビュー） 事業部（研究開発者） 最も負荷が高く「しんどい」と認識 

戦略業務 戦略グループ 一部に負荷の高い業務が存在 

この診断結果は、改革の着手点を明確に指し示した。知財部内の負荷もさることなが

ら、会社の生命線である研究開発を担う事業部の負担が突出して大きいことが明ら

かになったのだ。この事実に基づき、「会社の成長エンジンである研究開発部門を解

放するため、事業部の負荷が最も大きい FTO 調査から AI 化に着手する」という戦略

的優先順位が決定された。 

旧来の業務プロセスは、外部委託費という「コスト」、数ヶ月を要する調査や出願準備

という「時間」、そして何よりも研究開発者や知財部員という最も貴重な「人材」という

経営資源を著しく圧迫していた。この状況を打破するため、抜本的な変革はもはや不

可避だったのである。 
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2. 変革の羅針盤：島津製作所の生成 AI 導入戦略 



成功する技術導入は、明確な戦略とそれを支える思想によって駆動される。島津製

作所は、単に流行のツールを導入するのではなく、生成 AI を業務改革のエンジンと

して組織に組み込むための基本方針を策定した。この改革は、3 つの揺るぎない戦

略的原則によって支えられている。 

• 原則 1：目的の明確化 ― 知的労働の代替 単なる議事録作成といった補助

業務の効率化は、目標ではなかった。戦略の核心は、「ロジック化可能な知的

労働を AI に置き換える」こと。FTO 調査や中間処理対応といった、高度な専

門知識と論理的思考が求められる知財のコア業務そのものを AI に代替させ

るという、極めて野心的なビジョンを掲げた。これは、AI を単なるツールとして

ではなく、専門家と協働するデジタルな同僚として位置づける思想である。 

• 原則 2：ハルシネーションへの対処 ― 課題の再定義 「AI は間違えるから使

えない」という一般的な懐疑論を徹底して排した。ハルシネーション（もっともら

しい嘘の情報を生成する現象）は AI の本質的な限界ではなく、「プロンプトや

ロジックの不備の問題」であると捉え直した。この課題認識の転換こそが、失

敗をデータとして捉え、粘り強く改善を続ける強靭な組織文化を醸成する鍵と

なった。 

• 原則 3：利用の促進 ― 心理的障壁の撤廃 従量課金への懸念が利用の足

枷とならないよう、「いくらでも使ってよい」と全社的に宣言。これにより、従業

員はコストを気にすることなく自由に AI を試行錯誤でき、イノベーションの裾

野が爆発的に広がる土壌を整えた。これはコストではなく、組織の AI リテラシ

ーを高めるための戦略的投資と位置づけられた。 

さらに、同社は**「適材適所」のツール選定戦略**を徹底した。単一の AI モデルに依

存せず、業務の特性に応じて最適なモデルを使い分けることで、アウトプットの質と信

頼性を最大化した。 

• Gemini: ディープリサーチ型業務に活用。先行文献調査のように、広範な情

報群を網羅的に探索し、本質的な技術思想を抽出・合成する能力が求められ

るタスクに展開された。 

• GPT: 制約条件下での推論型業務に活用。FTO 調査のように、製品仕様と特

許請求項という限定された情報に基づき、揺れの少ない高精度な論理判定を

繰り返すタスクに最適と判断された。 

これらの戦略的アプローチは、島津製作所の挑戦が単なるツール導入に終わらず、

AI という新たな言語を習得し、知財業務のあり方を根本から再定義する「改革」へと

繋がる原動力となったのである。 
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3. 実践と成果：AI が変えた 3 つのコア業務プロセス 

優れた戦略は、具体的な業務プロセスに落とし込まれ、測定可能な成果を生み出し

て初めて価値を持つ。島津製作所は策定した戦略に基づき、知財業務の中でも特に

負荷の大きかった 3 つのコア業務（FTO 調査、権利化、中間処理）にメスを入れ、劇

的な変革を成し遂げた。 

3.1. 最優先課題の解決：FTO（侵害予防）調査の完全自動化 

【Before】従来のプロセス 新製品開発に伴う FTO 調査は、研究開発者にとって最大

の負担であった。年間約 10 万件もの特許公報に目を通し、自社製品との関連性を判

断する作業には数ヶ月を要していた。この膨大な工数は、イノベーションの源泉であ

る研究開発活動を圧迫し、製品の市場投入までの時間を長期化させる深刻なボトル

ネックとなっていた。 

【After】AI 導入後の新プロセス この変革は、単なる時間短縮ではない。イノベーショ

ンのリズムそのものを変え、市場投入までの時間を加速させるものだった。 

1. 仕様抽出: 開発資料（PDF, PPT 等）から、AI が製品の技術仕様を自動で構

造化し、抽出する。 

2. 検索式生成: 抽出された仕様に基づき、AI が侵害予防調査に最適化された

広範な検索用プロンプト（検索式）を自動生成する。 

3. 自動判定: 検索でヒットした数千件の特許に対し、ChatGPT の API を利用し

て、製品仕様と請求項の属否判定を全件自動で実行する。 

4. 結果の分類: 判定結果を「非該当（確認不要）」「要仕様確認」「侵害疑い（知

財部が対応）」に自動分類し、人間の確認作業を最小化する。 

5. 最終判断の高度化: 重大な侵害疑い案件については、AI が鑑定書の下書き

や無効資料調査までを支援し、知財部員の専門的判断を加速させる。 

この変革により、「研究開発者の調査工数を 90%削減」という驚異的な成果を達成。こ

れは単に時間を取り戻しただけでなく、数ヶ月単位のボトルネックを解消することで、

よりアジャイルで反復的な製品開発サイクルを可能にし、競争優位性を創出する経営

上の大きな価値を生み出した。 



3.2. 発明創出から出願準備までの高速化：数ヶ月を 15 分へ 

【Before】従来のプロセス 発明の権利化プロセスは、発明届出書の質のばらつきが

ボトルネックだった。知財担当者が発明者へのヒアリングと発明の再定義に多くの時

間を費やし、先行文献調査を経て出願判断に至るまでに数ヶ月を要することも珍しく

なかった。 

【After】AI 導入後の新プロセス この改革は、イノベーションの処理能力（スループッ

ト）と質を同時に向上させるものだった。 

• 開発資料を Gemini にインプットするだけで、AI が「課題」「解決手段」「効果」

を構造化し、発明の核を自動抽出する。 

• 抽出された発明の核に基づき、先行文献調査を自動実行し、新規性・進歩性

の評価レポート（クレームチャート含む）を生成する。 

• 最終的に、出願判断を行うための審査会用資料一式が、わずか約 15 分で生

成される。 

これにより、組織はより多くのアイデアを、より速く評価できるようになった。有望な発

明にリソースを集中させ、見込みの薄いアイデアを早期に判断することで、研究開発

投資全体の ROI（投資対効果）を最大化する基盤が整ったのである。 

3.3. コスト構造の抜本的改革：外国出願・中間処理 

昨今の円安を背景に、外国での特許権利化コスト、特にオフィスアクション（OA）への

応答費用は高騰し、1 回の応答で 40～50 万円かかることも珍しくなく、経営を圧迫す

る喫緊の課題となっていた。 

【After】翻訳業務の内製化と OA 対応の超高速化 島津製作所は、このコスト構造に

AI でメスを入れた。 

• 翻訳業務の変革: ChatGPT から、より翻訳精度の高い Gemini へ移行。これ

により外国出願明細書の翻訳業務を完全内製化し、外部委託費用を大幅に

削減した。 

• 外国 OA 対応の劇的な効率化: 

o Before: 現地代理人→日本ハブ事務所→知財部→発明部門という多

段階の伝言ゲームには数ヶ月を要していた。 



o After: Google の NotebookLM に OA 通知書と引用文献を投入し、共有

プロンプトを実行するだけで、現地代理人以上の質の高い分析レポー

トが、わずか約 2 分で完成する。 

これらの業務改革は、直接的な経営インパクトとして「年間 1 億円以上のコスト削減」

に結実した。しかし、この圧倒的な成果の裏には、乗り越えるべき数多くの障壁が存

在していた。 
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4. 改革を阻む壁：技術・組織・文化の三重苦と突破口 

先進的なツールの導入は、必ずしも成功を約束しない。島津製作所の改革の道のり

もまた平坦ではなく、技術・組織・文化という「三重苦」とも言える根深い障壁が立ちは

だかった。同社の真の競争力は、これらの壁を一つひとつ乗り越えていった、その戦

略的な突破力にある。 

技術的障壁：「ハルシネーション」の克服 

AI が生成するもっともらしい嘘は、信頼性が絶対条件である知財業務において最大

の技術的障壁だった。同社はこれを以下の 3 つのアプローチで能動的に制御した。 

• モデルの最適化: 課題の特性に応じて最適な AI モデルを使い分ける「適材

適所」の戦略を徹底した。 

• プロンプトの超具体化: 一般的な「目的を指示せよ」という言説とは真逆の、極

めて示唆に富む発見があった。高信頼性が求められる専門業務においては、

AI の思考プロセスをマイクロマネジメントするかのごとく、目的達成のための

「手段」を極めて詳細なステップで指示することが、安定した専門家レベルの

結果を得る鍵であることを見抜いたのだ。 

• 情報入力の限定: NotebookLM の活用事例のように、参照する情報を意図的

に限定することで、AI が外部の不確かな情報に惑わされることを防ぎ、アウト

プットの精度を極限まで高めた。 

組織的障壁：戦略的ステークホルダー・マネジメント 



次に立ちはだかったのは、IT・法務部門からのセキュリティ懸念という、多くの企業が

直面する典型的な課題である。島津製作所は、これを感情論ではなく、データに基づ

いた**「戦略的内部ステークホルダー・マネジメント」**の実践として乗り越えた。 

OpenAI や Google が公式に提供する SOC 認証などの第三者機関によるセキュリティ

データを提示。その上で、感情的な懸念を排し、「この客観的データに対して具体的な

反論があるのなら、それと同等の事実に基づいた理由と対案を示してほしい」と論理

的な立証責任の転換を図った。このデータドリブンかつ毅然としたアプローチが、最

終的に社内の合意形成を可能にした。 

文化的障壁：「人」の意識とスキルの変革 

最も手強く、そして成功の最終的な鍵を握っていたのが、「人」にまつわる文化的障壁

の克服であった。 

• ベテランの暗黙知の形式知化: 改革の核心は、専門家が長年の経験で培っ

た思考プロセス（暗黙知）を、誰もが再現可能なプロンプト（形式知）へと変換

する作業にあった。これは、深い専門知識とそれを抽象化・言語化する能力の

両方が求められる、極めて困難なプロセスであった。 

• 利用者のスキル平準化: 過去のペーパーレス化の経験を活かし、新しいツー

ルへの抵抗感を持つメンバーを取り残さないよう、研修会、マニュアル整備、

そして手厚いサポート体制を構築。組織全体のスキルレベルを着実に引き上

げることに注力した。 

これらの三重苦を乗り越えるプロセスを通じて、島津製作所の知財部は単なる AI の

ユーザーではなく、AI を自在に使いこなし、継続的に進化させていく強靭な組織へと

変貌を遂げたのである。 
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5. 持続可能な改革へ：プロンプトを核とした組織資産の

構築 

一過性の成功で終わらせず、AI 活用を持続的な組織能力へと昇華させるためには、

それを支える思想と仕組みが不可欠である。島津製作所は、プロンプトを単なる命令



文ではなく、組織の知的資産と位置づけることで、持続可能な改革の基盤を構築し

た。 

**「プロンプトは組織の資産である」**というコンセプトは、この改革の核心を突いて

いる。ベテラン専門家の頭の中にあった複雑な判断プロセス、すなわち「暗黙知」が、

具体的なステップで記述されたプロンプトという「形式知」に変換された。この形式知

が組織全体で共有されることで、個人のスキルに依存する業務（俗人化）が解消さ

れ、組織全体の能力が恒久的に底上げされたのである。 

この変革は、AI 時代における知財部員の新たな役割を浮き彫りにした。生成 AI には

できないことがある。それは**「業務執行権限」を持つこと、「責任」を負うこと、そして

「人」や「金」**といった経営資源を動かすことである。AI による自動化は人間の仕事

を奪うのではなく、人間を定型作業から解放し、AI には決して担えない、より高度な役

割へとシフトさせる。 

• 新たな役割: 知財部員の役割は、「AI のアウトプットを評価・判断し、最終的な

意思決定と実行責任を担う」という、より高度なものへと進化した。 

• 新たな育成ツール: 蓄積されたプロンプトは、新人教育においても絶大な効果

を発揮する。新人はプロンプトを実行し、その背景にあるロジックを学ぶこと

で、熟練した先輩の思考プロセスを短期間で習得できる強力な OJT ツールと

して機能している。 

この好循環を支えるため、「知財専門家」と「生成 AI 担当」から成るワーキンググルー

プが、プロンプトの開発、テスト、改善、共有という継続的なサイクルを確立。これによ

り、プロンプトという組織資産の価値を常に最新の状態に保っている。 

結論として、島津製作所の成功の鍵は AI というツールそのものではなく、それを組織

の血肉とするための思想と仕組みを構築した点にある。 
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6. 結論と未来展望：生成 AI が拓く知財戦略のネクスト

ステージ 



島津製作所の事例は、生成 AI の導入が単なる業務効率化ツールではなく、企業の

「組織知性」と「事業遂行速度」に投資する根源的な戦略であることを明確に示してい

る。それは、知財部門をコストセンターから、事業のスピードと質を高め、競争優位性

を築く戦略的イネーブラーへと変革する投資に他ならない。 

島津製作所が見据える未来は、AI の活用範囲をさらに上流の経営戦略や事業戦略

と連動させることだ。事業目標から逆算して必要な発明を AI が提案し、開発計画に

落とし込み、権利化すべき特許ポートフォリオまでを自動構築する――そのような未

来が、もはや SF ではなく、現実的な射程に入りつつある。 

これから生成 AI の導入を目指す企業にとって、本事例から導き出される実践的な提

言は、以下の 3 点に集約される。 

1. スモールスタートと優先順位付け 全方位的な改革は不要である。組織内で

最も負荷の高い業務、最も「しんどい」と認識されている課題に的を絞り、そこ

で確実な成功体験を積むことが、全社的な推進力を生む鍵となる。 

2. プロンプトは自社で磨く 外部ツールも有効だが、真の競争優位は、自社の業

務プロセスに根差した「暗黙知」を、自らの手でプロンプトという「形式知」に変

換する地道な努力から生まれる。これこそが、他社には模倣できない独自の

強みを構築する。 

3. 「人」への投資こそが最重要 最終的に AI を使いこなし、そのアウトプットに責

任を持つのは人間である。AI が提示する選択肢を評価し、最終的な意思決定

を下すための高度な判断能力を育成する教育体制の構築こそが、AI 導入を

成功に導く最も重要な投資である。 

生成 AI の進化はまだ始まったばかりだ。この圧倒的な変化の潮流に乗り遅れること

なく、自社の状況に合わせて果敢に変革に取り組むこと。それこそが、未来の企業競

争力を左右する決定的な要因となるに違いない。 
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